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道路通行規制に用いる雨量指標の特徴と基本的な考え方 

市川智史・中根 淳
 

1．はじめに1 

 近年、雨の降り方は、誰もが実感できる程に変

化し、『ゲリラ豪雨』とも表現される局地的な大

雨や、線状降水帯の発生による長時間の大雨など

により、毎年のように道路にも被害が生じている。

道路分野では災害に繫がるような降雨の変化を一

早く把握するため、既往の連続雨量に加え、組合

せ雨量（時間雨量－連続雨量）、実効雨量、土壌

雨量指数などの雨量指標について検討が行なわれ

ている1)。ここでは、これら雨量指標の特徴と基

本的な考え方について紹介する。 

2．雨量データ 

 雨量指標の基となる雨量データは、連続雨量、

組合せ雨量、実効雨量ではテレメータ雨量が、土

壌雨量指数には解析雨量が用いられており、各々

の特徴を以下に示す。 

2.1 テレメータ雨量 
 テレメータは、道路に沿って設置条件（風、木

立、建物などの影響を回避）を考慮して地上に設

けた計測装置により、雨量、風向・風速、気温、

路温、積雪深等を観測し、交通規制等のための

データ収集を自動的に行うものである。雨量デー

タは、その多くは転倒ます型雨量計（降水量0.5

又は1.0mm単位）を用いて観測されている。事

前通行規制区間では、計測装置は概ね1区間に1

箇所の割合で設置されており、この観測データを

規制区間の雨量として代表している。  

2.2 解析雨量2) 
解析雨量は、浸水、洪水、土砂災害などの誘因

となる大雨をはじめとした雨量を的確に把握する

ために、気象庁が開発した1時間雨量分布である。

開発当時は気象レーダーとアメダス雨量計の観測

値を使用した5㎞メッシュの解析資料であったが、

現在は、国土交通省のレーダー雨量計、国や地方

機関などの雨量計のデータも取り込まれ、約1㎞

──────────────────────── 
Characteristics and Basic Concepts of Rainfall Indices Used for 
Road Traffic Regulation 

メッシュの「国土交通省解析雨量」として30分

毎に、また、降水短時間予報として、6時間先ま

での1時間降水量予想を10分毎に配信している。 

3．各種の雨量指標 

3.1 連続雨量3) 
 一般の道路に用いられる雨量指標で、降り始め

からの時間雨量の累積を連続雨量と称し、事前通

行規制区間では所定の基準値を超えた場合に規制

が行われる。降り始めから災害も起きず、一定時

間（3時間程度）、降雨がゼロもしくは極めて少

ない（時間2mm以下等）状況では、連続雨量は

ゼロに戻される。図-1は、時間雨量と連続雨量の

推移を時間軸に示した例である。ここに、基準値

を超過して発生した災害を捉えた場合を“捕捉”、

基準値を超過したものの災害が起きなかった場合

を“空振り”、基準値に未達の状況で災害が起き

た場合を“見逃し”と称する。 

連続雨量の値のみで判断する規制基準ではある

が、通行止め開始時間を予測しやすく、通行止め

のための人員・資機材の準備・配置等の運用も比

較的容易に対応することができる。一方で、降雨

強度を直接的な指標としないため、ゲリラ豪雨の

ような短時間の局所的・集中的豪雨による災害に

は対応が難しいとされている。また、規制を実施

しても無被災（空振り）が多いことも指摘されて

いる。この空振り率が上昇する要因には、災害に 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 時間雨量と連続雨量の推移（災害捕捉の例） 
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は直接結び付かないような弱い雨が降り続いた場

合でも、連続雨量は加算されて基準値を超過し、

通行止めを実施することになる。また、近年では、

道路防災対策が着実に実施された結果、降雨災害

に強い自然斜面やのり面等に置き換わり、通行止

めを実施しても災害が発生しないこと等が挙げら

れる。このため、防災対策工事の完了とその後の

降雨実績等を踏まえた緩和や、地震などの緊急時

の処置としての強化など、現地の状況に応じた運

用がされている。  

3.2 組合せ雨量4) 
「組合せ雨量」とは、短時間の局所的・集中的

豪雨への対応を、時間雨量を基準値として設定す

ることで補う方法で、「連続雨量」とその時点に

おける「時間雨量」の組み合わせで定められる基

準値をいう。国土交通省では平成27年6月より、

「連続雨量－時間雨量」の組合せ雨量の適性を検

証するための試行が行われている。 

「連続雨量」の基準値の設定には、各区間に道

路管理用に設置した雨量計の特性に応じて降雨確

率年を設定する。その場合、概ね5～6年に一度

出現する降雨量（5～6年確率雨量）を一つの目

安とする。なお、路線の重要性や各区間の特性に

より、10～20年確率またはそれ以上の出現確率

雨量に設定することもある。各区間の特性として

考慮するのは、供用年数、降雨経験、被災履歴、

被災の規模・影響、道路構造（切盛土比率、構造

物比率等）、のり面構造（のり面種別、のり面形

状等）、地形・地質 等となる。 

ここで概ね5～6年確率雨量を一つの目安とす

るのは、過去観測史上最大規模の降雨量があった

場合に、災害の発生確率が高くなるという経験か

ら、20年間で上位1～2番目の降雨は除き、3～4

回出現する雨量を目安としている。また、過去の 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図-2 組合せ雨量の設定方法  

災害記録から、対象区間に被災履歴がある場合に

は、被災要因、種別、規模や降雨履歴を考慮のう

え、基準値に反映させるか否かを判断する。 

組合せ雨量の具体的な設定方法を図-2に示す。

まず、「組合せ雨量」の時間雨量値は、用排水工

の設計に用いる「3年確率雨量」を主に採用して

いる。次に、「組合せ雨量」の連続雨量値は、「組

合せ雨量」の時間雨量値で採用した「確率年」

（3年）との積が、「連続雨量の基準値」で採用す

る「確率年」（5～6年）と同等の「確率年」を設

定する。例えば、「連続雨量」の基準値に「6年

確率雨量」を採用した場合は、「組合せ雨量」の

時間雨量値は「3年確率雨量」、連続雨量値は「2

年確率雨量」となる。 

3.3 実効雨量5) 
実効雨量は、降雨量のうち土壌中に残留する水

分量を半減期毎に1/2に減少する単一のパラメー

タを用いて表現した指標であり、長期的な影響と

短期的な影響を半減期により調整できる。実効雨

量の概念図を図-3に示す。 

ある時刻に降った雨量の影響が半減期の時間だ

け経過すると半分になり、時間と共に降雨の影響

が減少していくことを表現している。半減期を長

く設定すると、降雨による土壌中の水分量への影

響は、より長時間持続することになる。 

時刻tにおける半減期Ｍ[h]の実効雨量R(t)[mm]

は次式で定義し、土中に残留した水分量の収支特

性を1つの定数αをパラメータとする数学モデル

である。 

R(t) ＝r(t) ＋αR(t-1)    ・・・ (1) 

ここに、r(t)は時刻t における単位時間雨量で

あり、R(t-1)は1時間前の実効雨量である。減少

係数αは、半減期Ｍを用いて次式で求められる。 

α＝ln(0.5)/Ｍ      ・・・ (2) 

規制基準としての適用にあたって半減期は、  

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 実効雨量の概念図  

半減期

降雨による
土中の水分量

時間

50％

100％

半減期毎に1/2に減少



土木技術資料64- 8(2022) 
 
 

 
 

－ 60 － 

土研センター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 異なる半減期による実効雨量の推移（例） 

 

災害発生の見逃しや空振りの頻度を、共に出来る

だけ少なくなる適切な時間を設定する必要がある。

そこで、過去（20 年間程度）に発生した災害を

含め、規制を行った時刻における実効雨量値を、

候補とする複数の半減期（例えば、6h、12h、

24h）についてそれぞれ計算し、降雨に起因する

災害を全て補足できるように基準値（しきい値）

を定める。その基準値による確率降雨年や「見逃

し」および「空振り」の頻度が最小となるような、

各半減期を比較することで最適な半減期を決定す

るという手順で行われる。図 -4 は、これら半減

期の違いによる実効雨量の推移の傾向を示したも

のである。 

降雨による道路土工構造物や自然斜面の被災は、

多くの場合、地盤にしみ込んだ雨水によって引き

起こされる。その量を表現する降雨指標として、

実効雨量は次のような特徴を有している。 

①先行雨量を考慮できるため、一雨の降り始めを

決定する条件を恣意的に与える必要がない。 

②半減期を適切に設定することにより、対象区間

毎の地形、地質、土質条件による雨水の浸透条

件の違いを表現できる。 

③半減期を適切に設定することによって、観測対

象範囲の地盤に浸透した雨量の、時間に伴う変

遷を把握することができる。 

3.4 土壌雨量指数2) 
土砂災害は、数週間以上前から直前までの降水

による土壌の水分量と関係が深い。そこで、土砂

災害が発生することの多い風化花崗岩のモデル的

な斜面の水分量を、解析雨量を用いた直列3段タ

ンクで表し、5㎞間隔で全国分布にしたのが土壌

雨量指数である。このように土壌雨量指数は、実

際の斜面の土壌水分量を表しているわけではない 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 直列3段のタンクモデル 

 

が、土砂災害の発生件数や発生確率との間に正の

強い相関がある。実際、大雨警報の基準として使

用されていた1，3，24時間の各降雨量と比べる

と、精度は明らかに高い。また、土砂災害を対象

とした大雨警報（土砂災害）、大雨注意報の基準

として使用されており、大雨特別警報の規準の1

つとして使われている。さらに、気象庁と各都道

府県が共同で発表している「土砂災害警戒情報」

の規準にも、1時間降水量と組み合わせて使用さ

れている。気象庁では図 -5に示す Ishihara & 

Kobatakeによる直列の3段タンクモデルとそのパ

ラメータ（α1、α2、α3、α4、β1、β2、β3）を用い、

土壌雨量指数の指数値は各タンクの貯留高の和

（＝S1＋S2＋S3）として定義している6)。 

降雨が終了しても継続した算定が可能であり、

降雨開始時点における先行雨量の影響も考慮でき

ることから、降雨中および降雨後の土壌中の水分

環境を考慮できる土壌雨量指数のような雨量指標

は、道路土工構造物や自然斜面が被災する可能性

の評価には有効と思われる。 

砂防における土砂災害警戒情報の土砂災害発生

基準線(CL)は、図-6に示すように1km四方のメッ

シュ毎に以下の手順に沿って描かれる。①気象庁

の解析雨量、土壌雨量指数を収集する。なお、必

要な過去資料の収集期間は、10年以上を原則と

する。②降雨資料の対象期間内に発生した土砂災

害について、発生箇所、箇所名、発生年月日、災

害種別、被災状況、避難勧告等の発令の有無など

の収集・整理と、災害時の降雨データを抽出する。

③横軸・縦軸をそれぞれ土壌雨量指数・60分間

積算雨量とし、平面上の任意の座標点の発生頻度

をニューラルネットワーク法の一種である動径基

底関数法（出現頻度法）により算出する。この 

第２タンク

第３タンク

α1
α2

α3

α4

S1

S2

S3 L4

L3

L2
L1

β1

β2

β3

表面流出

表層浸透流出

地下水流出

浸透水

土壌雨量指数値
＝貯留水(S1+S2+S3)

第１タンク



土木技術資料64- 8(2022) 
 
 

 

 

－ 61 － 

土研センター 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6 時間雨量と土壌雨量指数によるCL 

 

頻度値が同値となる点を結んだ線を等頻度値線と

呼ぶ。降雨データが密にプロットされる領域では

頻度値は高く、疎な領域では頻度値は低くなる。

④既に抽出した土砂災害発生時の降雨データを基

に、スネークラインを書き入れ、土砂災害発生推

定時刻を下回る等頻度線を基準線（CL、その候

補）とする7)。また、1時間先、2時間先（6時間

先まで可）の将来の降雨の予測データを入手でき

る状況にあるため、CLの超過・戻りの時刻を推

定し、規制の開始や解除のタイミングや所要時間

などに、ある程度の目途が付けられるという特徴

も有する7)。 

 気象庁による土壌雨量指数の計算に利用する

「タンクモデル」や CL の特徴を以下に示す。 

・土壌雨量指数は、土砂災害の危険性の把握を目

的とした指数であるが、土壌中に貯まる雨水量

を正確に計算して求めたものではない。 

・土壌雨量指数は、全国一律のパラメータを用い

て算出しており、土壌中に貯まる雨水の量を模

式的に計算している。土砂災害の危険性は、植

生や地質等により地域毎で異なり、土壌雨量指

数の値のみでは判断できない。このため、過去

に発生した降雨災害との関係に基づいて作成さ

れた等頻度値と CL を比較して、危険性の程度

を判断する必要がある。 

・土壌雨量指数の値が高いことはメッシュ周辺を

含む広い範囲に土砂災害の発生する危険性が全

体的に高くなることを意味する。 

・同じ地点では、土壌雨量指数が大きいほど土砂

災害のポテンシャルは高いとは言えるが、地域

の異なる地点の土壌雨量指数と比較して、どち

らの地点が土砂災害の危険性が高いかという判

定はできない。 

・土壌雨量指数は比較的表層の地中を対象にモデ

ル化したものであり、深層崩壊や大規模な地滑

りなど地中深い部分を要因とする災害と関連付

けるのは適当ではない。ただし、過去の事例検

証では、大規模な事象は CL 超過期間に発生し

ている。 

・自然の斜面・渓流を対象とする警戒情報におい

ては、CL 基準自体を設定する必要がなく、除

外する対応が図られている。 

4．まとめ 

 大雨による災害の発生の危険性を把握する道路

通行規制用の雨量指標として、連続雨量、組合せ

雨量、実効雨量、および土壌雨量指数の各特徴と

基本的な考え方について整理した。雨の降り方の

変化を一早く把握し、災害を回避するなど、実態

に即した合理的な雨量指標の確立に寄与できれば

幸いです。 
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